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＜要旨＞

１．わが国の退職給付（一時金・年金）税制をみると、三つの問題を抱えている。第一は一時

金やさまざまな年金制度の間のアンバランスである。例えば、企業年金の加入者は退職所得

控除と公的年金等控除などの二つを利用できるのに対して、企業年金に入っていなければ退

職所得控除しか利用できない。

２．第二に優遇税制が長期雇用の正社員を念頭に置いている。そのため、パート労働者・転職

者や退職給付の給与上乗せ（前払い）を選択した従業員が老後の準備をする際には、優遇税

制を活用しにくい。シミュレーションによると給与に上乗せされた前払い退職給付から貯蓄

した場合の60歳時点の税引後受取額は、退職時に一時金を受け取った場合より23％も目減

りする。

３．第三に老後の生活の糧であることを理由にしているにもかかわらず、退職所得控除額など

が平均的な支給実態をもとに決められており、老後の生活にどれだけ必要かが考慮されてい

ない。

４．制度の創設時からみられたこれらの問題は、雇用慣行の変化や退職給付制度の多様化が進

展したことで、この数年より重要な課題となりつつある。雇用・報酬形態や制度の選択に中

立で公平な退職給付税制を早期にうち立てる必要がある。

５．見逃せないのは公的年金財政の逼迫により、企業年金など私的な老後準備の役割が高まら

ざるを得ないことである。十分な準備をするためには、税制上の支援が欠かせない。具体的

な優遇策として、①拠出された掛け金と積み立てた資産の運用収益を非課税とし支給時に課

税する税制、②拠出された掛け金と運用収益には課税するものの掛け金に補助金を与える税

制、の二つが考えられる。

６．前者には逆進性の問題があり、後者は補助金を与えることに抵抗が強いという問題がある。

両方の長所を活かすため、2002 年からドイツで創設された補足的老後保障のような組み合

わせも一案となろう。

７．いずれの税制をとる場合も、あらゆる制度に共通した年間の拠出枠を設け、企業年金の掛

け金拠出がその上限に達しない部分について個人での掛け金拠出を認める。また、使い切れ

なかった拠出枠は翌年以降への繰り越しを認めるべきである。それにより、支給時課税にと

もない退職所得控除が廃止されることによる不利を軽減できる。
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８．拠出枠については、老後の平均的な生活を送るのに必要な額を目途とすべきである。シミ

ュレーションによると、2000 年改正による厚生年金の水準を前提にすれば必要な拠出額は

毎年50万円となり、報酬比例部分の１割カットを想定しても55万円で足りる。

９．標準的な世帯を想定すると、毎月40万円程度の拠出であれば、拠出や運用収益を非課税

とする税収減と支給時に課税することによる税収増が相殺される。拠出が50万円～55万円

になると差し引き税収は減る。しかし、実際には拠出枠が100％使われないことなどを考慮

して50万円前後を目途に拠出枠を調整すべきであろう。

ニッセイ基礎研所報 Vol.25 ｜September 2002｜Page62-97



 

ニッセイ基礎研所報 Vol.25 ｜September 2002｜Page62-97



- 65 -

はじめに

　本稿は、わが国の退職給付税制について、今後あるべき姿を考えるものである。ここで退職給付と

は、企業が従業員の退職を理由に支給する報酬を指す。わが国では一時金と企業年金の両者に関わる

税制が対象となる。

　両者の税制は別々に検討されることが多い。しかし、わが国の退職給付はもともと退職一時金から出発

し、現在でも企業年金は一時金を支払う資産を準備するために使われている。例えば、企業の退職金規程

ではまず退職給付総額を決めて、その内いくらを年金制度から支払うと記されている。また、年金制度の

ほとんどが支給の際に従業員が一括で受け取ることを認めており、実際にも６割が一時金で支給されてい

る。このように企業の労使は、一時金と企業年金を一まとめにして考えている。また、両者はともに老後

の準備でもある。そこで二つをまとめてその税制のあるべき姿について考えていく。また、老後準備が①

公的年金、②企業による退職給付、③個人年金・保険などの老後準備、の三つからなる点 (1) に鑑み、必

要に応じて個人型の確定拠出年金など企業を通さない老後の準備についても比較・検討する。

　以下、まずⅠ．で現在の退職給付税制の概要を述べ、Ⅱ．でなぜわが国で退職給付税制が問題になる

のか、環境変化や立法経緯を敷衍しつつ説明する。Ⅲ．で税の理論から見た評価や今後の方向を整理し、

以上を踏まえ、Ⅳ．でこれからの税制を提案し、Ⅴ．をむすび、とする（補論ではカナダ、ドイツ等の

税制を紹介し、また、本稿の提案の背景にある税制シミュレーション・モデルの内容を説明する）。

Ⅰ．現在の退職給付税制の概要

　　まず、退職給付に関わる現在の税制を簡単に見ておく（図表－１）。

図表－１　退職給付（一時金・企業年金）に関する現在の税制
事業主拠出分について 本人拠出分について 支給段階

拠出段階 運用段階 拠出段階 運用段階

損金算入の有無
従業員の給与

所得算入の有無

特別法人税課税の

有　　　　　　無
所得控除の有無 運用益課税の有無 税制上の取扱い

一 時 金 ＮＡ

（なお、退職給与

引当金は段階的

に廃止）

ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ 退職所得控除を適用（勤続年数

20年まで年間40万円、勤続年

数20年超年間70万円）→収入

金額から控除金額を差し引いた

額×1/2に分離課税

厚生年金基金 損金 給与とみなさず

非課税

代行部分の 2.7 倍ま

で非課税、それを超

える部分は課税

所得控除（社会保険

料控除）

本人には課税されな

い

退職所得課税または雑所得課

税（公的年金等控除あり）

新しい確定給

付企業年金・適

格退職年金

損金 給与とみなさず

非課税

特別法人税課税（特

例適格退職年金は代

行部分の 1.7 倍まで

非課税）

一部生命保険料控

除、それ以外は課税

後給与から拠出

本人には課税されな

い

本人拠出分は非課税、それ以

外は退職所得課税または雑所

得課税（公的年金等控除あり）

企業型確定拠

出 年 金

損金 給与とみなさず   

非課税

特別法人税課税 ＮＡ ＮＡ 退職所得課税または雑所得課

税（公的年金等控除あり）

個人型確定拠

出 年 金

ＮＡ ＮＡ ＮＡ 所得控除（企業年金の

ない従業員は年18 万

円まで。それを超える

拠出は不可）

特別法人税課税 退職所得課税または雑所得課

税（公的年金等控除あり）

＜参考＞

生命保険・個人

年金

－ － － 個人年金保険料控除

又は生命保険料控除

（支払保険料の１／

２を各々５万円（注）

まで控除）

非課税 本人拠出相当分は非課税それ

以外は一時所得課税、又は雑

所得課税（公的年金等控除な

し）

（注）所得税に係る額。

                                                                                      
(1)  本稿では、企業による一時金、企業年金と個人による年金・保険・貯蓄を私的な老後準備とし、その中で「年金」
が支給される企業年金・個人年金を私的年金とする。
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(1) 退職一時金

　　企業が従業員に支給する退職一時金（年金制度から一時金を受け取る場合も含む）は、①給与

からの分離課税、②退職所得控除、③控除後の1/2課税、という三つの課税軽減措置が取られて

いる。すなわち、勤続 20 年目までは１年について 40 万円、勤続21 年目からは１年について 70

万円が控除される。その上で、1/2を乗じて他の所得と分離課税されている。

　　なお、一時金の支払原資を社内に準備する場合、従来、企業はその期末の要支給額の一定割合

を無税の退職給与引当金とすることができた。しかし、2002年度に連結納税制度が導入され、そ

れによる税収減を補う措置の一つとして、今後段階的に無税の引当金繰入が認められないことに

なった。

(2) 企業年金

　　企業年金への課税は三つの段階で問題になる。掛け金拠出が課税されるか（拠出時）、積立資産

の運用収益が課税されるか（運用時）、支給される年金が課税されるか（支給時）である。

　　わが国では厚生年金基金への企業の掛け金拠出が企業・従業員の課税所得にならず、積立資産

を運用して得た運用収益にも課税されるケースはほとんどない。これに対し、適格退職年金や企

業型の確定拠出年金では企業が拠出した掛け金が非課税とされるものの、運用の際には資産に対

して合計1.173％の特別法人税・住民税がかかる。ただし、この税は、1999年度から2002年度ま

で凍結されている。一方、従業員が拠出した掛け金は厚生年金基金では社会保険料控除、適格退

職年金では生命保険料控除が適用される。

　　さらに各加入者が年金を受け取る際（支給時）には公的年金等控除が適用される。これは一定

の方式で計算した控除額を公的年金及び企業年金の課税所得から控除する仕組みである（補図表

－６参照）。しかも、課税の際には他に基礎控除、老年者控除、老年配偶者控除と配偶者特別控除

が適用される。そのため、二人とも70歳以上の夫婦世帯で他に所得がなければ年間332万円(2)、

社会保険料控除まで考慮すると354万円までであれば年金に所得税がかからない。

Ⅱ．退職給付税制の問題

１．税制を取り巻く環境変化

　では、特にこの１、２年、退職給付税制のあり方が問題になりつつあるのはなぜか。その背景と

して、税制を取り巻く環境の変化に触れておく。

　第一の要因が雇用慣行の変化と退職給付制度の多様化である。従来からの長期雇用や年功賃金の

                                                                                      
(2)  ①公的年金等控除が定額控除100万円と所得が100万円を上回る部分の25％（定率控除）の合計、②老年者控除、

老年配偶者控除、配偶者特別控除、基礎控除が各々50万円、48万円、38万円、38万円なので、課税額がゼロとな

る所得額をＸとすると、X－（（X－100）×0.25+100+50+48+38+38）＝０となる。これを解くとＸ＝332万円である。

なお、70歳以上の老年配偶者がいない場合には最低限が319万円となる。
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慣行が崩れ、パート労働者や有期雇用の割合が増えてきた。新卒で就職した企業に定年まで勤める

というモデルを労使とも当然とは考えなくなっている。そこで、こうした長期雇用の正社員ではな

い雇用形態でも不利にならないような税制が求められている。

　この問題は、2002 年６月の政府税制調査会による報告「あるべき税制の構築に向けた基本方針」

でも意識されている。そこでは、公的年金等控除については中立性や公平性から、「大幅に縮減す

る方向で検討する必要がある」とし、退職所得控除については、近年の雇用環境や慣行の変化に対

応して、「税負担の公平・中立を確保するよう見直す必要がある」とされた。

　雇用慣行が変化する中、企業は退職金・年金制度の改革に乗り出している。例えば、年金では確

定給付年金に代わって、従業員一人一人に自分の持分が明確にわかり、企業が運用リスクを軽減で

きる確定拠出年金が導入されはじめた。退職給付制度全体でみた選択肢も、①確定給付年金、②確

定拠出年金、③両者の中間であるキャッシュ・バランス・プラン、④一時金、⑤給与としての前払

い、など広くなってきた。

　その選択の際、労使が重視するのは、①人件費全体（総報酬）をどれだけ支払い、どれだけ受け

取るのか、②そこから従業員の老後のためにどちらがどう貯蓄・準備するか、という実質的・経済

的な機能である。この二つの機能が同じなら、後は税負担が最小になるように給与、退職一時金、

年金を使い分けようとさえしている。制度の選択への影響を小さくするには、機能が同じなら税負

担が等しくなるような税制が望ましい。

　このように雇用形態や制度の選択に中立な税制をつくることが第一の課題である。

　第二が公的年金の財政悪化である。2000 年の公的年金制度の改正では 2025 年の保険料を２割抑

えるべく、さまざまな給付水準の抑制策がとられた。それにもかかわらず少子高齢化がさらに進展

したこともあり、その財政は改善していない。

　「平成11年財政再計算結果（厚生労働省）」によると、過去の働きに応じて受給権が発生した年

金債務が厚生年金だけですでに720兆円に達しており、この部分に対応する資産は170兆円にすぎ

ない。しかも、今回発表された新人口推計にもとづいて財政予測をやり直すと、2025年の保険料を

従来想定していた年収の 20％から 25％まで引き上げなくてはならないという。保険料を引き上げ

ずにこの債務を減らすには、既得権部分を含めて給付水準を下げるしかない。

　わが国では公的年金への依存を減らし、企業年金・一時金や個人の年金による老後準備の割合を

増やしていかざるを得ない。そうした公的年金を補完する制度には、税制を中心とした国からの支

援が必要である。

２．具体的な問題

　ところが、現在の退職給付税制はこの二つの課題に応え切れていない。具体的な例を三点指摘し

ておく。
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(1) 制度間のアンバランス

　　第一の問題は優遇税制に制度による重複やアンバランスが生じている点である。

　　まず、一時金と年金をみると、一時金には退職所得控除、年金には公的年金等控除が用意され

ている。ところが、年金制度であっても一括で受け取れば退職所得控除が適用される。そのため、

加入者は退職所得控除の上限額まで一括で受け取り、残りを年金で受け取って公的年金等控除の

適用を受けることができる。つまり、年金制度からの一時金受給者は二つの控除を両方利用でき

る。ところが、それ以外の一時金受給者は退職所得控除しか受けられない。

　　次に年金制度間にもアンバランスがある。確定拠出年金の掛け金に拠出上限があるのに対して、

確定給付年金では拠出額に上限がない。さらに、同じ確定給付年金の中でも、他の制度に課され

る特別法人税が厚生年金基金には課されない。

　　違いは転職の際に資産を持ち運べるかどうかにもみられる。転職した場合、厚生年金基金であ

れば厚生年金基金連合会に各個人の資産を持ち込んで、非課税のまま運用を続けられる。また、

確定拠出年金に加入していれば、転職先の確定拠出年金や国民年金基金連合会の個人型に資産を

移すことができる。これらの場合には移した資産に課税されないだけでなく、特別法人税が凍結

されているので、移した先の制度での運用収益も引き続き課税されない。

　　ところが、従業員が確定給付年金や引当金制度から一時金を受け取っても、確定拠出年金など

他の制度に持ち込むことができない。キャッシュ・バランス・プランや基金型・規約型の確定給

付年金を脱退する際に受け取る一時金も同じである。この結果、退職所得控除額を上回る部分が

課税される上に、運用収益にも課税される。そのため、確定拠出年金の加入者が転職する場合に

比べて不利になる。

(2) 雇用・報酬形態による不公平

　　第二に雇用・報酬形態による税制の不公平があげられる。まず、長期雇用の下にある正社員は

年金にせよ、一時金にせよ、退職給付を得て控除を受けられる。問題は中小企業の従業員や近年

大幅に増加しつつあるパート労働者である。年金制度への加入資格が認められにくいこともあっ

て、これらの労働者は企業からの退職給付をほとんど期待できない。そのため自分の給与から老

後の準備をする他はない。しかし、個人で準備をすると、企業を通じた場合に比べて、掛け金や

運用収益への課税繰り延べなどの税制メリットがずっと小さくなる。

　　同じ不利は正社員であっても、退職給付分の報酬を給与として受け取る場合に生じる。この数

年、退職給付に関して年金・一時金を受け取るか、給与で受け取るか、従業員の選択を認める企

業が増えている。ところが、年金・一時金なら控除があるが、前払いされた場合には給与として

課税されるため、退職給付として受け取るよりも税制上不利になる。そのため、選択制を導入し

ても、従業員が実際に前払いを選ぶのは企業が税制面での不利を補填する場合に限られている。

　　この差を検証したのが、図表－２である。これは退職給付の受取方法によって60歳時点での価
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値がどう変わるか、標準的なライフ・コースを想定してシミュレーションしたものである（シミ

ュレーション・モデルの詳細は補論を参照されたい）。金利を２％とした場合、大卒の平均的な退

職金額 3,203 万円を毎年前払いで受け取って(3)自分で運用すると（パターン３）、60 歳時点での

資産額は2,340万円と一時金としての受取額3,075万円（パターン１）に比べて約740万円、年

金払いの3,003万円（パターン２）よりも約660万円少なくなっている。個人型確定拠出年金へ

の拠出額は非課税になるものの上限が年間 18 万円にすぎないため、60 歳時点の受取額は 2,741

万円とまだかなり低い（パターン４）(4)。

　　退職給付と給与の相違は退職給付を定年後の再雇用の際に「後払い」した場合にも問題になる。

最近では企業が60歳以降の従業員に対して雇用延長をする際に、最終的に退職する際の退職給付

を削減し、その分を60歳以降の給与として支給することがある。これは給与所得として課税され

るため、税引後の受取額が減る。ところが、雇用延長する企業でも従業員の定年時に一旦一時金

を支払い、嘱託などの身分で再雇用することがある。この場合には働き続けるのに「退職」所得

控除が適用される。

図表－２　受給形態別の税引後受取額の比較

（万円）

パターン１ 税額 128

定年まで勤続して退職一時金として受給 税引後受取額 3,075

パターン２ 税額 200

定年まで勤続して企業年金として受給 税引後受取額 3,003

パターン３ 税額 710

定年まで勤続して給与として受給 税引後受取額 2,340

パターン４ 税額 373

定年まで勤続して前払い給与を個人型の確

定拠出年金として拠出（所得控除）

税引後受取額 2,741

全て60歳時点の価値。

どのケースも、企業が負担する退職給付総額は60歳時点の価値で3,203万円

（大卒38年勤続の定年退職金の平均）とし、

支給方法を変えた場合の従業員の税引後受取額をシミュレーションし、

60歳時点の価値に直した（利率は２％とする）。

詳細は補論２を参照されたい。

パターン３，４で税額と税引後受取額の合計が3,203万円より小さい部分は

課税により得られなかった機会利息分にあたる。

(3) 生活ニーズへの配慮の不足

　　第三に控除額水準の根拠が曖昧である。例えば、退職所得控除は老後の生活の糧であることを

理由に創設されており、公的年金を補完しているように見える。しかし、後述するように、これ

                                                                                      
(3) 上乗せ金額は元々の年収に対する割合が一定となるように決めた。
(4) 他に個人年金の保険料が年間10万円まで所得控除できるものの、やはり税引後受取額に大きな改善はない。
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は平均的な支給額をカバーするように決められており、実際の生活実態からみて妥当かどうかを

明示的に考慮したものではない。

３．制度創設時からの問題

　では、各々の税制はどのような経緯で創設されたのか。その経緯をみると、これらの問題は当初

から存在していたようである。

(1) 退職所得控除

　　戦中、分離課税されていた退職一時金は、1950年のシャープ税制で15％を控除して総合課税す

ることとなった。しかし、負担軽減の要望があり、1952 年には一律 15 万円を控除した後の 1/2

を課税所得として、他の所得と分離課税することになった。控除額が勤続年数と無関係な点を除

くと、現在に近い税制である。

　　退職一時金に給与の性格があるとしても、一体どれだけ支払われるかは退職するまでは明確で

ない。したがって、毎年の勤務に対応する部分を給与に上乗せして課税することはできず、退職

時に課税する他ない。その場合、金額が大きくなるために累進課税により税率が高くなる。そこ

で課税所得を平準化したのが1/2課税、分離課税措置であると説明された。

　　一方、控除額を勤続年数の倍数とする仕組みが取り入れられたのは1954年であった。その後曲

折があったものの、1967年からは控除額を勤続年数に応じて増やす方式が定着している。その時

の控除額は、勤続10年目まで１年につき５万円、以降20年まで10万円、同30年まで20万円、

それ以降30万円であった。

　　1966年の政府税制調査会の答申では、退職金について「給与所得の変形と考えられるものであ

るが、それが一時に支給される点や担税力の弱さを考慮し」、「給与所得とは別個に退職所得とし

て、特別の軽減の方途を講じている」とした。その上で、「退職所得は老後の生活保障的な最後の

所得であることにかんがみ、その担税力は外の所得に比べてかなり低」く、「できるだけ早い機会

にその控除額を定年退職者の平均的な退職所得の水準まで思い切って引き上げることが望まし

い」としている。

　　1967年当時の退職金水準（会社都合）と控除額を比較すると、驚くほど一致している（図表－

３）。老後の生活保障であることを理由としつつも、まず支給額をカバーするような退職所得控除

額を設定してきたのである。その後も、経済成長や物価上昇により実際の支給額が伸びると、そ

れに合わせて控除額も引き上げられ、1989 年には勤続年数20年目まで 40万円、21 年目以降 70

万円となった。
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図表－３　1967年の退職所得控除額とモデル退職金額

除額とモデル退職金額

（注）実線が退職所得控除額

　　　点線が高卒会社都合のモデル退職金額（中労委調べ）

（資料）中央労働委員会「退職金、年金及び定年制事情調査」より作成

(2) 公的年金等控除

　　次に公的年金等控除についてみる。厚生年金や企業年金の給付は雑所得・一時所得とされてい

たが、1957年の税制改正で給与所得あるいは退職所得に分類された。実質的に給与の後払いだと

いう理由である。その後、1973年に厚生年金で５万円年金が実現した。その際に新設されたのが

老年者年金特別控除である。課税所得が500万円以下の者に60万円の控除が認められた。公的年

金等が経済力の減退した老人等に支給され、本人の意思によっては増減できず、担税力に乏しい

という理由であった。60万円の控除額は標準的な公的年金給付額、５万円×12ヶ月、という計算

から来ている。

　　その後、1987年の税制改正で、公的年金は勤務関係にともなう所得と言い難いという理由で、

給与所得から雑所得へと再度分類されることになった。しかし、「経済力が減退した老人への配慮

が必要である」という趣旨から、老齢年金への控除は引き続き公的年金等控除として存続した(5)。

　　この際、税制調査会の年金税制に関する研究会では「老齢年金を受給する者について、少なく

ともこの標準的な年金額までは実質的に課税されないように措置すべき」としている。実際にも

その後1989年に公的年金が増額されると、控除額や最低保障額も引き上げられた。

                                                                                      
(5)  改正前の、①給与所得控除、②老年者年金特別控除、③老年者控除、の合計が改正後の、①公的年金等控除、②老
年者控除、の合計にほぼ匹敵するように調整された。
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(3) 特別法人税

　　2002年度まで凍結措置が取られているものの、適格退職年金、新しい確定給付企業年金法によ

る年金、確定拠出年金のいずれも特別法人税を課される。

　　1961年に適格退職年金が創設された経緯をみると、特別法人税の趣旨は以下の通りである。企

業による拠出は一種の報酬であり、各従業員の所得として課税されるべきである。しかし、確定

給付年金の掛け金は、誰の所得か確定できない。そのため、支給時に課税するしかない。ただ、

支給時課税になると、その間利子課税が繰り延べられるため、税収が減ってしまう。それを相殺

するために特別法人税を課すという。

　　1.0％の税率は

　（個人所得税の平均的な限界税率 12％＋住民税の限界税率５％）×（日歩２銭を年利換算した

７％）×1/1.173（法人税・住民税合計の内、法人税への配分）≒1.0％、から計算されている(6)。

　　これに対し、厚生年金基金では資産が代行部分の2.7倍（当時の国家公務員共済年金の水準）

に達するまでは、特別法人税が免除されている。給付内容が充実しており、代行部分とともに厚

生省の監督を受け公的な性格を持つことがその理由だという(7)。

　　給付内容とは、給付の少なくとも５割を終身年金として提供するという厚生年金基金の給付設

計を指す。実際、1993年に厚生年金基金同様に税の繰り延べ（特別法人税の非課税）が認められ

た特例適格退職年金(8)でも、同じ内容の給付がその認可の条件とされた。

　　しかし、こうした説明と現実との間には食い違いもある。第一に厚生年金基金では他の確定給付年

金同様に、一時金か年金か、受給形態を加入者が選択することを認めている。実際にも多くの加入者

は一時金での受給を選択している。そうであれば、適格退職年金との間の実質的な違いは小さい。

　　第二に厚生年金基金と認められるためには終身年金を支給するだけでなく、国の厚生年金の一

部を代行しなくてはならない。しかし、代行するかどうかと終身年金を支給するかどうかとは直

接の関係はない。

　　このように、厚生年金基金と他の確定給付年金の給付内容との間にそれほど大きな差がなかっ

たり、逆に特別法人税を課されないためには、代行という給付内容以外の条件がついていたりし

ている。

(4) 確定拠出年金の拠出上限

　　最後に企業型確定拠出年金の拠出上限が年間43万 2,000円になった理由を説明しておこう。結

論から言えば、この額は厚生年金基金の上乗せ部分で特別法人税がかからない範囲、つまり代行

                                                                                      
(6)  課税の際には、これに特別住民税0.173％が上乗せされる。
(7)  当時法案の立案を担当した吉牟田勲氏。出所は増井［1997］及び吉牟田［1985］。
(8)  厚生年金基金を設立するための最低限の加入者数に達していないものの、厚生年金基金なみの給付設計を定めるこ
とで、特別法人税を適用されない適格退職年金制度（代行はしない）。
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の 2.7倍（上乗せ部分だけなら2.7－1.0＝1.7 倍）の年金を支給するために支払う掛け金額であ

る。確定拠出年金にも、厚生年金基金と同じ額の拠出を認める趣旨だったのである。

　　次に確定給付年金を持っている場合の確定拠出年金の拠出上限は、年間21万 6,000円である。

この21万6,000円は厚生年金基金の平均的な上乗せ給付を賄うための掛け金と同じである。厚生

年金基金（確定給付年金）から21万 6,000円、確定拠出年金から21万 6,000 円、両方の合計で

確定給付年金の上限と同じ43万 2,000円の掛け金拠出を認めたと説明されてきた。

　　しかし、43万 2,000円までの掛け金なら厚生年金基金では特別法人税がかからないのに対し、

確定拠出年金には特別法人税がかかる。そうであれば、特別法人税のかかる適格退職年金と同じ

ように拠出上限をなくしていてもよかった。

　　以上をまとめると①各々の税制が別々に決められており重複・アンバランスがある、②長期雇

用者以外の働き方への配慮が少ない、③控除額などを決める際に高齢者の生活ニーズが明示的に

は考慮されていない、などの問題は、各制度が創設された際から見られている。

Ⅲ．税理論からみたわが国の税制の評価と今後

　では、税理論から見てわが国の税制はどう評価できるか。今後どのような方向があり得るか。

１．一時金課税（退職所得控除他）

　わが国の退職一時金課税は、①控除後の1/2を課税所得とする、②退職所得控除がある、③その

上で他の所得と分離課税する、という３点を特徴としている。

　①について言うと、退職一時金は報酬の一つであり、本来、給与所得として課税すべきである。

しかし、数十年にわたる勤続によって得られた一時金は額が大きく、累進課税により税率が上昇す

る。そのため総額の 1/5 について税額を計算し、それを５倍する５分５乗方式、あるいは 10 分 10

乗方式によって課税所得を平準する扱いが是認されてきた。

　1/2 課税もこの一つの方法である。ただ、1/2 課税では高額の退職給付まで税額を半分以下にし

てしまう。調整をするには、わが国で他の税制にも例のある５分５乗程度が妥当ではないか。

　一方、②の控除は一時金が老後の生活の糧であり、担税力が低いという理由で説明されてきた。

ただ、他の報酬課税との間にはアンバランスがある。また、老後の準備に必要という理由なら、そ

れに相応しい方法もある。例えば、受給者の年齢に着目して、中高年（41歳あるいは46歳）から、

通常の退職年齢（60 歳ないし 65 歳）まで控除を適用し、その際にあまりに高額な退職一時金への

適用を制限する意味から控除額に上限を設けるべき、という意見がある(9)。あるいは老後の準備を

する勘定を設け、そこに拠出した場合だけを控除する方法もある。

　退職一時金も報酬である以上、できるだけ給与と同じように課税すべきである。老後の生活の糧

                                                                                      
(9) 佐藤（2000）。
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であるため担税力がないとしても、課税軽減措置は必要最小限に止めるべきである。

　③の分離課税は、もしも合算課税するとその年の給与水準によって一時金への課税額が変わるた

め、それを防ぐ意味で妥当であろう。

２．年金課税

　社外に積立資産を保有する企業年金制度の税制には、大きく二つある。一つが拠出時の掛け金、

運用時の運用収益に課税し、支給時には課税しない扱いであり、もう一つが拠出時、運用時の課税

は繰り延べ、支給時に初めて課税する扱いである。前者はＴＴＥ（taxed taxed exempt）、後者は

ＥＥＴ（exempt exempt taxed）と呼ぶ。図表－４のように実際の課税額をみると、ＥＥＴの方が

ＴＴＥよりも少ない。

　ここで言えることは、ＥＥＴであれＴＴＥであれ、少なくとも一度は課税されることである。わ

が国の厚生年金基金の課税は、拠出時に非課税、運用時にも非課税、支給時には退職所得控除や公

的年金等控除により課税されないというＥＥＥに近い。しかし、一度は課税すべきであろう。

　理論的には、ＴＴＥは消費だけでなく資産の増加も全て課税対象の所得とする「包括所得税」の

考えに立ち、ＥＥＴは消費時点で課税する「消費税」の考えに立つ。ここで、図表－４のように税

率を 30％、利子率を 10％として 100 の所得があったとする。所得を得た時点で消費するとどちら

の税制でもその金額は税引後所得の 70 である。しかし、貯蓄した場合の２年後の消費額はＴＴＥ

では80.14であり、これを10％の金利で現在価値に割り引くと66.23と 70より少なくなる。他方、

ＥＥＴであれば２年後に消費できる額は84.7であり、その現在価値は70である。現在の消費と将

来の消費の選択にとっては、ＥＥＴの方が中立となる。

　また、名目金利には期待インフレ率に対応する部分が含まれており、ＴＴＥではその期待インフ

レ率部分にまで課税される。そのため、インフレ率が高い場合には、貯蓄して老後に消費するとい

う選択がＴＴＥ課税によって特に不利になる。

　なお、この他の税制として、拠出時・運用時課税、支給時非課税のＴＥＥ、拠出時非課税、運

用時・支給時課税のＥＴＴという税制もありうる。図表－４にあるように将来の消費額をみると、

ＥＥＴとＴＥＥ、ＴＴＥとＥＴＴが各々同じ結果となる。

　海外の税制をみると貯蓄に関しては所得税の立場からＴＴＥを原則としつつも、多くの国が年金

を例外としてＥＥＴの税制をとっている（補論１参照）。その理由とは、私的年金が公的年金を補

完・代替し、社会保障経費が節約できる点にある。私的年金が十分でないと、その人々の老後の生

活は結局、公的年金など国による社会保障の費用負担（モラル・ハザード）につながる可能性があ

る、というのである。その点を考えると、わが国でもＥＥＴやＴＥＥの税制もしくは直接、税額控

除したり補助金を出すといった優遇策を講じていくべきであろう。
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図表－４　課税方式の相異による受取額の変化

金利（運用利回り）=10%、税率=30%とする

時点 拠出時点 1年後 2年後

税引前 税引後 税引前 税引後 税引前 税引後

所得 所得 資産額 資産額 資産額 資産額

税の扱い （課税額） （課税額） （課税額）

毎年課税 （ＴＴＥ） 100.00 70.00 77.00 74.90 82.39 80.14

(30.00) (2.10) (2.25)

完全繰り延べ （ＥＥＴ） 100.00 100.00 110.00 110.00 121.00 84.70

(0.00) (0.00) (36.30)

利息について課税 （ＥＴＴ） 100.00 100.00 110.00 107.00 117.70 80.14

(0.00) (3.00) (37.56) *

利息のみ課税繰り延べ （ＴＥＥ） 100.00 70.00 77.00 77.00 84.70 84.70

(30.00) (0.00) (0.00)

*利息分3.21（10.7の３割）に元本分34.35（114.49の３割）を加えたもの

３．一時金への控除と年金への控除

　わが国では一時金と企業年金に別々の控除枠が設けられている。これについて、例えば、1988年

の税制調査会「税制の抜本的見直しについての答申」では企業年金、退職金について「それぞれの

所得の性格に着目した課税方式が採られることが適当である」として別々の取り扱いを是認してい

る。

　確かに所得の性格が違うなら、課税方式を変えるべきである。しかし、両者はどちらも退職給付

（報酬）に対して、老後の生活の糧という理由で設けられた控除である。それにもかかわらず、別々

の制度となっている。そのため、企業年金制度の加入者は退職所得控除の枠の上限まで一時金で受

け取り、残りを年金で受け取ることで２回の控除を受けることができる。ところが、企業年金に加

入していないと、退職所得控除しか受けられない。

　この問題は、ＥＥＴかＴＴＥのどちらでも課税ルールを徹底すれば解決できる。年金制度から

の給付は、事前に積み立てられた資産から支払われるので支給時の扱いとなり、ＥＥＴなら課税、

ＴＴＥなら非課税である。それは支払われ方が一括（一時金）か分割（年金）かには関係がない(10)。

　一方、積立のない引当金制度からの給付は、給与と同じように課税することになる。ただし、そ

の給付から改めて老後のために積み立てた部分は拠出時の扱いとなるので、ＥＥＴがルールなら課

税を繰り延べる（非課税）。ＴＴＥがルールなら課税する。

                                                                                      
(10)  例えば、支給を２回に分けた場合、３回に分けた場合に一時金か年金のどちらに該当するかを考えると、一括か

分割も経済的には同じであり、所得分類を変えることが不合理であるのがわかるだろう。
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Ⅳ．これからの税制

１．あるべき税制の原則

　ここまでの考察を踏まえて、Ⅱ．で述べた課題に応えるために今後のわが国の税制はどうあるべ

きか、具体的な検討を加えていきたい。

　第一に老後のための準備への税制優遇は必要である。財政の現状を考えると、公的年金でカバー

できる範囲はこれから狭まっていく。必要最小限を越える老後の準備は企業や個人に委ねざるを得

ない。その部分について、税制優遇によりインセンティブを与え、必要な貯蓄額を確実に達成でき

るようにすることには意味がある。

　第二に優遇の目的が老後の準備にインセンティブを与えることである点をはっきりさせ、その機

能を持ちさえすれば、あらゆる制度を同じように優遇するべきである。それにより、異なる制度の

間で資産を移しても、引き続き同じ優遇措置を利用できるはずである。

　第三に雇用や報酬の多様化に対応し、働き方に中立的な税制を作るべきである。雇用形態が多様

化し、私的な老後準備の中で企業の支援策の割合が縮小する傾向にあることを考えると、①退職給

付のない企業の従業員、②パート労働者や転職者さらに自営業者、の自助努力による老後準備を税

制優遇できるようにするべきである。

　第四に国の財政状況に鑑みると、できるかぎり税収には中立の改革とすべきである。そのために

は、税制優遇の範囲はできるだけ限定すべきである。そのためにも拠出時・運用時の課税を繰り延

べるのであれば、支給時には必ず課税すべきである。

２．具体的な提案

　これら四つの条件を満たす税制上の支援策として、①拠出・運用時の非課税（課税繰り延べ）と

する（ＥＥＴ）、②拠出に対して何らかの補助金を与える、③運用・支給時の課税を免除する（Ｔ

ＥＥ）、の三つが考えられる。

(1) 選択肢Ⅰ＝ＥＥＴによる支援

　　第一が私的な老後準備に共通な非課税拠出枠を設ける方法である。拠出が限度額以内なら毎年

の課税所得から控除し、その資金については運用収益への課税を繰り延べ、支給時に初めて課税

する。これは、確定給付年金、確定拠出年金、個人年金を統合した拠出枠となる。企業年金の拠

出は確定給付年金、確定拠出年金とも企業が拠出した掛け金を各個人に振り分け、それが拠出枠

の範囲であれば非課税とする。確定給付年金の拠出金については、一年間働いたことで増加した

年金額（発生給付額）をもとにした、一定のフォーミュラで各個人にふりわける。年間の拠出枠

から企業年金による拠出分を控除しても枠に余裕があれば、個人の給与から非課税で拠出できる。

　　一方、退職所得控除を廃止し、支給時に課税する。公的年金等控除は企業年金だけでなく、公

的年金の税制にも関わる。ただ、①拠出段階で社会保険料控除の適用を受けていること、②現役

世代との間の世代間不公平を招き、年金受給世代内では高額受給者ほど控除額が大きい点で逆進
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性を持っていること、などから、やはり廃止すべきであろう。

　　ただし、拠出枠を使い切らなかった場合には、その部分の翌年以降への繰り越しを認める。こ

れにより、多額の退職一時金を受け取った場合にも、それを非課税のまま拠出することができる。

たとえば、年間50万円が拠出上限として、20歳で入社し60歳で退職するまで、企業も自分も拠

出枠を全く使っていなければ、60歳で支給された退職一時金を2,000万円（＝50万円×40）まで

課税されずにこの勘定に拠出できる。

　　60歳以前の途中引き出しは原則として認めない。60歳以降も資金が一時の消費に充てられない

ように、年間の引き出し割合に制限を設ける。ただし、確定給付年金、確定拠出年金、個人勘定

の間での資産の移換を認める。また、①病気・失業などやむを得ない場合、②非課税利息分の払

い戻しなどペナルティを払った場合、には引き出しを認めて良い。

　　退職一時金はこの拠出枠を使えば、実質的に退職所得控除が存続したのと同じような控除を受

けることができる。しかし、引き出しの制限を嫌ってこの枠を使わないと、課税される。ただし、

退職一時金への分離課税は残し、５分５乗方式を適用する。

　　なお、拠出枠の管理には現在の個人型確定拠出年金と同じように基礎年金番号を使う。

　　こうしたあらゆる制度に共通なＥＥＴの拠出枠を設けている海外の例に、カナダのRegistered

Retirement Saving Plan (ＲＲＳＰ、＜補論１＞－２参照)がある。

(2) 選択肢Ⅱ＝国による補助金（マッチング）

　　第２案が国による補助金（マッチング）である。やはり、私的な老後準備に共通した勘定を設

け、その勘定への拠出に補助金（マッチング）を与える。これは税額控除を設け、課税最低限以

下の層にも広げるのと同じ効果を持つ。

　　ただし、選択肢Ⅰと同じく補助の対象となる拠出金の枠を設ける。枠を使い切らなかった場合

はその分を翌年以降に繰り越すことを認める。

　　たとえば、年間 40 万円までの拠出に２割補助するルールであれば、40 万円の拠出には８万円

の補助金がつき、合計で48万円の拠出となる。勤続40年での退職者がそれまで全く拠出してい

なかった場合、退職一時金を1,600万円拠出すれば320万円の補助金が得られる。選択肢Ⅰと同

じく目的は老後のための準備であるので、やむを得ない事情がある場合以外に60歳以前の途中引

き出しをすると、補助金を返却しなくてはならない。

　　税制に関しては他の貯蓄と同様に企業・個人による拠出時及び運用時に課税し、支給時には課

税しないＴＴＥとする。退職所得控除は廃止する。また、引当金制度からの一時金支払いは拠出

時にあたるので課税するが、分離課税、５分５乗方式をとることとする。
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(3) 選択肢Ⅲ＝ＴＥＥによる優遇

　　選択肢Ⅲは拠出時に課税する一方、運用時及び支給時に課税しないＴＥＥ方式である。かつて

のマル優と似ており、現在では米国のロスＩＲＡがこの方式である。やはり老後準備のための共

通の拠出枠を決め、その上限内の拠出であれば資産からの収益への課税を繰り延べる。この場合

も、やむを得ない事情がないのに途中引き出しをする際には、非課税となっていた運用収益にか

かるはずの税金を国に返却させるなど、何らかのペナルティを課すべきであろう。

３．３案の比較

　３案を中立・公平・簡素の観点から比べてみよう（図表－５）。まず、働き方の違いや異なる制

度の間での税制上の差は、３選択肢とも小さくなっている。その差をできるだけ小さくすることが、

本稿の提案の目的だからである。どれも中小企業の従業員やパート労働者にも優遇策が利用できる

ようにし、あらゆる制度を通じての拠出上限を決めている。

図表－５　３案の比較

選択肢Ⅰ 選択肢Ⅱ 選択肢Ⅲ

補助金・マッチング方式 ロスＩＲＡ方式

（ＥＥＴ） （ＴＴＥ＋補助金） （ＴＥＥ）

中立 消費のタイミングに中立。確

定給付年金も拠出枠を統一

的に管理。

確定給付年金の掛け金にも補

助金支給すれば、制度の選択に

は中立（消費のタイミングには

中立でない）。

消費のタイミングに中立。

制度の選択に中立。

公平 逆進的。 累進的。 累進的。

簡素（わかりやすさ） 他の控除と重複、限界税率に

より複雑。

わかりやすい。 わかりやすい。

インセンティブ 目に見えるインセンティブ

になる。

ただし公的年金等控除の廃

止に抵抗あり。

目に見えるインセンティブに

なる。

ただし、補助金には抵抗あり。

低金利のため低い。

　公平性からみると、選択肢Ⅰの拠出時非課税は、課税所得・限界税率が高い人ほどメリットが大

きい点で逆進的である。選択肢Ⅲも多額の拠出ができる人、つまり所得の高い人ほどメリットが大

きくなる。しかし、選択肢Ⅱは補助率を一定にすれば逆進的にならない。さらに 50 万円までは２

割、50万円から100万円までは１割というように、低い拠出額ほど高い補助率にすることもできる。

　簡素かどうかをみると、確定給付年金の拠出額を決めるフォーミュラは、どの選択肢も少し複雑

にならざるを得ない。特に、選択肢Ⅰは課税所得や税率により控除のメリットが変わるため、税の

計算が複雑になる。

　また、選択肢Ⅰでは公的年金等控除を廃止することへの抵抗があるだろう。しかし、それ以外の

点では、企業年金や一時金に関する従来の税体系をあまり変えずに済む。一方、選択肢Ⅱでは公的
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年金等控除が存続するかとは関係なく、他の貯蓄と同様に支給時を非課税とすることができる。た

だ、税額控除と実質的には同じであるものの、貯蓄に補助金を与えるという考え方が実務には馴染

みにくいかもしれない。

　最後にインセンティブとしての効果をみると、選択肢Ⅲでは支給時まで元本への非課税の効果を

実感できない。また、運用収益への課税が繰り延べられても、金利が低い現在ではそれほど魅力的

ではない。さらに政策変更によって支給時に課税されるリスクを負うことになる。これらのため、

選択肢Ⅲは拠出・貯蓄のインセンティブとしての効果に疑問が残る。そこで以下では、選択肢Ⅰ．

Ⅱ．に絞って検討を進める。いま一度、選択肢Ⅰ．Ⅱ．の内容を図表－６に整理しておく。

図表－６　選択肢Ⅰ及びⅡの内容

選択肢Ⅰ（ＥＥＴ） 選択肢Ⅱ（ＴＴＥ＋補助金）

内容 ●雇用者を対象とする（退職給付制度のない中小企業の従業員やパート労働者を含む。自営業

者を対象とすることも検討）。

●企業拠出、個人拠出に関わらず、確定給付年金、確定拠出年金を通じての統一的な拠出枠を

持つ。

●老後準備のための個人勘定を設ける。

●未使用の拠出枠は翌年以降への繰り越し可。

●拠出枠の範囲で支給時まで課税を繰り延べ

る。

●拠出枠の範囲内で、拠出額に応じて補助金

(マッチング）を支給。

●拠出時、運用時ともに課税するが、支給時は

非課税。

一時金 ●中途退職して受給した退職一時金も、拠出枠

の範囲で支給時まで課税繰り延べが可能。

●中途退職して受給した退職一時金も、老後準

備のための勘定に拠出でき、拠出枠の範囲内

で補助金あり。

●中途退職時の退職一時金に支給時点で課税

し、さらに勘定に拠出した後の運用収益にも

課税。

受取方法

別にみた

現行制度

との主な

相違点

●支給時の退職所得控除は廃止。ただし、分離

課税は残し、５分５乗方式を採用。

●引当金から支給される退職一時金について

は同左。

●企業年金から支給される退職一時金につい

ては非課税（拠出時・運用時に課税するた

め）。

企業年金 ●企業拠出も拠出枠に含める。企業拠出分を控

除しても拠出枠に余裕があれば個人で拠出

可。

●運用時は非課税（特別法人税は廃止）。

●支給時は課税（公的年金等控除は廃止）。

●企業拠出も老後準備のための勘定への拠出

金としてカウントし、補助金を支給。企業拠

出分を控除しても拠出枠に余裕があれば個

人で拠出可。

●企業が勘定に拠出した時点で課税。

●運用時も課税。

●支給時は非課税（実質的に公的年金等控除存

置）

前払い給

与からの

拠出

●拠出枠の範囲での拠出は所得控除（支給時ま

で課税繰り延べ）。

●個人型確定拠出年金に対する拠出も拠出枠

の範囲として一括管理。

●支給時に課税。

●課税後給与から拠出（拠出時課税）。ただし、

拠出に対して補助金あり。

●個人型確定拠出年金に対する拠出は課税後

給与からとし、拠出枠の範囲として一括管理

（補助金の対象）。

●運用時も課税。

●支給時は非課税。
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４．拠出額と税収

　では拠出に税制上の優遇を与える場合、上限額はどのくらいが適当か。

(1) 必要拠出額の試算

　　老後の準備を支援する場合、その範囲が問題になる。ここでは最低限の生活は公的年金の責任

とし、それを上回る部分、すなわち引退した世帯が平均的な生活を送る費用を準備するための拠

出を税制優遇の対象と考えたい。そこで「全国消費実態調査」（総務省）により、主に公的年金等

で暮らしている高齢者世帯の状況を見ると、衣食住、医療費だけでなく、交通費や教養娯楽費を

含めた一ヶ月の消費支出は平均26万 4000円、夫婦だけの世帯では25万 6000 円である。家計調

査や国民生活基礎調査など他の統計でもほぼ同じ水準となっている。

　　そこで、選択肢Ⅰ（ＥＥＴ）を前提に、Ⅱ．２．で述べた税制シミュレーション・モデルを使

って必要な拠出額を計算してみた。すなわち、60歳から夫婦ともに他界するまでの生活費（夫婦

で月26万円、妻１人になってからは月13万円(11)）をまず厚生年金で賄い、不足部分を私的年金

（企業年金または個人年金）で補うとして、優遇の対象となる老後準備のための必要拠出額を試

算した。その際の運用利回り（金利）は２％、物価上昇率はゼロとしている。

　　まず、厚生年金は 2000 年改正が完了した姿、すなわち、65 歳支給開始、改正前の給付水準を

５％カットする前提（ケースＡ）で試算した。その結果が図表－７である。60歳時点でおよそ6,100

万円の貯蓄が必要であり、この内、3,400 万円は公的年金から支給される。足りない 2,700 万円

を積み立てるためには大卒22歳から59歳まで毎年50万 9,000円の拠出が必要になる。

　　ただ、2004年に予定されている公的年金の制度改正の結果如何では、厚生年金の給付水準がさ

らに削減される可能性がある。そこで報酬比例部分の水準をさらに１割下げて試算してみると（ケ

ースＢ）、必要拠出額は年間55万 2,000円、報酬比例部分をさらに２割カットし、想定利回りを

２％から１％に下げると（ケースＣ）78万 2,000円になった。

　　厚生年金の 2000 年改正による水準(12)を前提にすると年間 51 万円、厚生年金の水準が 2000

年改正レベルからさらに２割下がり、しかも１％の金利が続くという、相当に悪化した状況でも

78 万円の拠出があれば老後の平均的な生活を送ることできる。いいかえると米国の 401k プラン

のような１万ドル（120万円）(13) 以上の拠出枠は必要ない。

                                                                                      
(11) 75歳以上の無職女性単身世帯の平均消費支出額は月12万 7,812円である。
(12) 2025年から支給開始年齢が65歳になるため、60歳～65歳のつなぎ年金の必要性も考慮している。
(13) 米国の 401k プランの拠出上限は 1万 1,000 ドル(2001 年)、他の適格年金制度への労使拠出合計で４万ドルまたは

年収の25％（低い方）であるのに対し、ドイツの補足的老後保障の拠出上限は2,100ユーロまたは所得の４％の低

い方（2008年）である。
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図表－7　平均的な老後の生活費を確保するための拠出額

前　　提 60歳での必要積立額

公的年金水準 金利 老後の生活に必

要な額

（60歳での現在

価値）①

公的年金額

②

60歳での必

要積立額③

（＝①－②）

③を積み立てる

のに必要な拠出

額

ケースＡ
2000年改正完了後

（2025年時点）
2% 6,137万円 3,419万円 2,718万円 50万９千円

ケースＢ

ケースＡからさらに

報酬比例部分を１割

削減

2% 6,137万円 3,189万円 2,948万円 55万２千円

ケースＣ
ケースＡから報酬比

例部分を２割削減
1% 6,896万円 3,495万円 3,401万円 78万２千円

　（注）拠出時・運用時非課税、支出時課税の制度によるシミュレーションを行った。

その他の前提については補論を参照されたい

(2) 税収への影響―選択肢Ⅰのケース

　　次に選択肢Ⅰ（ＥＥＴ）の場合の税収への影響を試算してみよう。

　　現在の税制では企業年金等への拠出が非課税となり、運用収益にも課税されていない。支給時

にも退職所得控除や公的年金等控除などにより課税されない部分がある。これが選択肢Ⅰのよう

なＥＥＴの税制に変わると、拠出や運用収益への非課税措置が企業年金だけでなく、個人年金を

含めたあらゆる老後準備に広がる。一方、退職所得控除や公的年金等控除は廃止され、一時金は

５分５乗され、年金は課税される。前者が税の減収要因であり、後者が増収要因である。

　　この両者の影響を測るには、現在どれだけの人が拠出枠をどの程度利用しているかを把握し、

選択肢Ⅰの税制ではそれらの数字がどう変わるかを予測しなくてはならない。しかし、今回はそ

れらを推計する十分な材料が得られなかった(14)。

　　その代替策としてシミュレーションに使った標準的な世帯（モデル・ケース）について、

　　イ．全て課税所得に含めていた掛け金拠出や運用収益を非課税にした際の60歳までの税収減、

　　ロ．年金制度での公的年金等控除を廃止して支給時に課税した際の60歳以降の税収増、

　を前述(1)のケースＡ．Ｂ．Ｃ．について測ることにした。

　　結果は図表－８の通りである。60歳時点での価値（金利２％の現価、終価）に換算して、ケー

スＡではイ．の税収減が607万円、ロ．の税収増が536万円であった。両者を差し引くとネット

税収減が71万円である。また、ケースＢでネット税収減が124万円、ケースＣで197万円となっ

た。

                                                                                      
(14) 政府税制調査会の資料によると企業年金への非課税措置による減収が１兆円、公的年金等控除による減収が１兆円

としている（1997 年度）。しかし、その計算根拠が明らかでない。また、退職所得控除の実態については把握でき

る資料が見当たらない。
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図表－８　選択肢Ⅰの税制の税収への影響（夫婦の一方だけが有職者の場合）

所得控除創設・利子

非課税による減収

公的年金等控除廃

止による増収

ネット税収

イ. ロ. イ＋ロ

ケースＡ ▲607万円 536万円 ▲71万円

ケースＢ ▲660万円 536万円 ▲124万円

ケースＣ ▲797万円 600万円 ▲197万円

　　現在、わが国の雇用者は合計5,300万人であり、25歳～55歳では、各年齢におよそ130万人が

働いている（「労働力調査特別報告」（総務省））。この130万人全員が一生涯にわたりフルに拠出

枠を使えば、年間のネット税収ロスはケースＡでおよそ年間9,200億円（71万円×130万人）、ケ

ースＢで同１兆6,000億円、ケースＣで同２兆6,000億円となる。ただ、前述したとおり、現在

の税制でもすでに企業年金への拠出は非課税となっている。したがって、実際の税収減はこのシ

ミュレーションによる計算ほど大きくはない。その一方で年金支給額が低く、公的年金等控除を

フルに適用されていない世帯も多い。そのため、廃止による税収増もこの計算ほど大きくはない。

　　他方、この税収ロスがゼロとなる拠出額を計算するとケースＡで41万円、ケースＢで37万5000

円であった。これらの拠出額なら、これまで企業年金に加入していなかった標準的なモデルの世

帯で、税収の増減がちょうど相殺し合うのである。

　　拠出枠の最低ラインはこの40万円前後の数字になる。その上で、拠出枠を増やすことでの税収

ロス、拠出枠を利用する世帯の割合や実際の拠出額、従来の税制優遇措置が廃止されることによ

る税収増、などを考慮しながら、ケースＡの51万円、ケースＢの55万円を目途に調整していく

ことになろう。

(3) 選択肢Ⅱでの補助率

　　では、選択肢Ⅱの場合はどの程度の補助が妥当か。

　　(1)で述べたケースＡ、Ｂ、Ｃの拠出額の38年分、各々1,938万円、2,090万円、2,964万円が

60歳時点で補助金を得られる累積拠出額とする。

　　雇用主からこの額の一時金が支給された場合、従来の税制では退職所得控除が適用された。選

択肢Ⅱではこれが廃止されるため、増税となる。５分５乗課税を適用すると増税額は累積拠出額

の 18.9％～19.6％になる（図表－９）。この考え方に立つと、従来の税制とバランスをとるとし

ても、拠出額の20％の補助率は許容されよう。
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図表－９　退職所得控除を廃止し、５分５乗とした場合の増税額

（万円）

ケースＡ ケースＢ ケースＣ

拠出額 51 55 78

60歳での累積拠出額（38年分） 1938 2090 2964

退職所得控除あり

所得税 0.0 1.5 57.4

住民税 0.0 0.8 35.2

① 合計 0.0 2.3 92.6

退職所得控除なし・５分５乗課税

所得税 222.5 253.0 428.0

住民税 144.0 159.0 246.5

② 合計 366.5 412.0 674.5

増税額（＝②－①） 366.5 409.7 581.9

60歳時での累積拠出額に対する

割合
18.9% 19.6% 19.6%

５．有力なⅠ．Ⅱ．の組み合わせ

　以上、選択肢Ⅰ、Ⅱの２案を主に検討した。制度や働き方への中立性の点で双方に優劣はない。

ただ、前者は逆進性の点でやや問題があり、後者は補助金を与えるという考え方に説得性がないと

いう問題がある。

　しかし、この２案は決して排他的なものではない。例えば、2001年の年金制度改正によりドイツ

では、企業年金や個人年金の支援策として、①補助金、②拠出分への所得控除（課税繰り延べ）が

併用されている（補論１参照）。拠出に一定の補助金を与える一方で、拠出額を所得控除すること

で減税される額が補助金額より大きい場合には、補助金額との差を還付する仕組みである。所得が

高く限界税率が高い層では、補助金を受け取らずに拠出額を所得控除することになる。

　これは実質的には、あらゆる層に拠出の所得控除による減税を与え、減税額が大きくない低所得

層にだけ補助金を与えているのと同じである。そうであれば、選択肢Ⅰを原則としつつ、補助金つ

まり選択肢Ⅱを併用してその逆進性を修正しているのに他ならない。税の還付と補助金の合計額の

拠出総額や所得に対する比率をみると、特に子供のいる場合は所得の低い層ほど高くなっている

（補図表－４）。わが国でもこうした併用策が十分に検討に値する。

Ⅴ．むすび

　以上、雇用慣行が変化し、退職給付制度が多様化し、企業や個人による老後準備の役割が大きくな

る状況の中で、わが国の退職給付税制がどうあるべきかについて論じてきた。ここでの主張をまとめ

ておく。第一に退職一時金、確定給付年金、確定拠出年金、個人年金を通じた老後準備のための優遇

税制を一つにまとめるべきであり、それは技術的にも可能である。

　第二に大企業の長期雇用者を念頭においた税制優遇から、中小企業従業員やパート労働者も利用で

きる優遇制度に代えるべきである。それにより正社員とパート、長期雇用者と転職者といった働き方
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の違いに中立な税制が実現できる。

　第三に実際の老後の生活ニーズからみると、未使用枠の繰り越しさえ認められるのであれば、拠出

枠は年間 40 万円～55 万円程度で十分である。現在の確定拠出年金の 43 万 2000 円は決して過小とは

いえない。また、未使用枠の繰り越しは、退職所得控除を廃止する際の代償にもなる。

　もちろん、本稿で十分には議論できなかった課題もある。一つは公的年金との関係である。公的年

金の補完であればそれに相応しい給付内容が求められる。そのため終身年金やインフレ・スライドを

義務づけるかどうかも論点になる。Ⅳ．２．では資産の年間引き出し割合を制限すれば足りるとした。

しかし、終身年金を組み込むことを条件にしないと、経済的には単なる貯蓄となってしまうという主

張もある。

　これはそもそも税制優遇が必要かつ有効かという論点にも関連してくる。老後への不安から貯蓄率

が高まっている状況では、働く世代が自ら準備をするので優遇は必要ないという意見もあろう。しか

し、相対的に所得の低い層では自ら老後の準備をする余裕がなくなっているのではないか。厚生年金

の脱退や国民年金の未納・未加入問題はそうした実態を反映している可能性がある。そうだとするな

ら、公的な支援により老後の準備をさせることに意味がある。

　逆に意味があるのなら、税の優遇ではなく強制すべきではないか、という議論もあろう。強制が有

力な選択肢であるのは間違いない。しかし、ここでの税制優遇は、最低限の生活レベルではなく、平

均的な高齢者世帯並みの生活ができるようにすることを目的としている。そのレベルの貯蓄まで強制

するのは無理があるだろう。

　導入の手順や経過措置も課題となる。公的年金等控除も退職所得控除も既得権となっており、一部

について経過措置を検討せざるを得ないだろう。

　この他、夫婦の一方だけが有職者である場合に、無職の配偶者の老後準備についても有職者の税制

で優遇するかどうかが問題になる。これはわが国の税制が世帯単位から個人単位に移行するかどうか

と密接に関係している。

　これらの課題を含めて、本稿が制度や雇用慣行に中立で老後保障に役立つ退職給付税制の早期導入

について議論する一つのきっかけとなれば幸いである。
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<補論1 >海外主要国の退職給付課税及びカナダ・ドイツの例

以下では退職給付課税につき主要国の状況を説明した後、カナダ及びドイツにおける私的年金への

税制・財政優遇策の仕組みを簡単に説明しておく。

1.主要国の退職給付税制

まず、主要国の退職給付課税についてみると、補図表- 1のように英米などほとんどの先進国で

は、企業年金-拠出した掛け金に所得税を課さず、運用収益についても課税を繰り延べ、支給時に

初めて課税するEETの体系をとっている。ただし、実際には支給時にも何らかの税の軽減措置を

取ることが少なくない。例えば、カナダやドイツ、米国では平均賃金レベルの年収があるとして試

算すると、年金受給者の実効税率が雇用者の半分以下になっている15 。

なお、 TTEを取っている数少ない例外の一つがニュージーランドであり、確定給付年金の掛け

金にも法人税を課している。

補図表- 1海外主要国における企業年金課税

拠出時 運用時 支給時

米国 E / T E T *

(雇用主拠出のみ非課税、 (50- 85% が課税、一時金は課税するも、59.5

上限あり) 歳になれば5 分5 乗が利用できる)

日本 E *

(従業員拠出にも控除あり)

T

(原則として特別法人税)

E *

ドイツ E / T E T */ E *

(雇用主拠出は直接保険・年

金制度のみ課税、従業員拠出

は一定の非課税枠あり)

(引当金・共済基金制度では40% の所得控除

あり、年金基金・直接保険制度では年金の内

利息相当部分のみ課税、一時金は12年以上の
加入を条件に非課税)

フランス E E T *

(10- 30% の控除あり)

イタリア E E T *
(12.5% または40% の控除あり)

イギリス E *

(拠出上限あり)

E T */E *

(年金は所得として課税されるも老年者控除

あり。一時金は非課税)

カナダ E E T *

1000 ドルの所得控除他、低所得老年者にも控
除あり

オーストラリア E / T T T *

(雇用主拠出は通常非課税、

従業員分は課税)
(15%の低率課税) (軽減税率が適用されることが多い)

ニュージーランドT
(33% の法人税率)

T

同左

E

(注) *については、課税・非課税ともに修正措置あり。

(資料) Dasgaard &Kawagoe (2000)のTable?に一部加筆

(1B) Keenay and仙itehouse (2002)
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他方、積み立てのない一時金について、わが国のような多額の控除を設けている例は少ない。年

金制度とは別に退職時に一時金を支給することが解雇など例外的なケースに限られることがその

一因であろう。わずかにイギリスでは3万ポンド、フランスでは2万フランの所得控除を認め、ま

たドイツでは一時金の1/5を課税所得に加えた税額と課税所得に一時金を全く加えない元の税額と

の差額を5倍して一時金の税額とする、 5分5乗方式を取っている(補図表-2)。

補図表- 2海外における一時金課税の例

(資料)税制調査会

2.カナダのRRSP

次にカナダのRegistered Retirement Saving Plan (RRS P)について財務省-のヒアリングな

どをもとに説明しよう。

(1)カナダの企業年金及びR R S Pの概要

①公的年金、企業年金、 RRSPの関係

カナダの公的年金は1966年以来、 1階にフラットなoAS (OldAgeSecurity)と低所得層

向けのG I S (Guaranteed lncomeSupplement、広い意味でOASの一部とされている)、 2階

に所得比例のCPP (Canadian Pension Plan)という構成になっている。

OAS G I Sは税を財源として65歳以上の高齢者に支給されており、 2002年現在でOAS

が平均で年間5,300ドル、 G i Sとの合計額が単身者で1万1,600ドル、カップルで1万8,800

ドルが支給されている(1カナダドル-75円CPPは所得比例の雇用者年金であり、企業と

従業員が保険料を半分ずつ負担し、老齢年金の他、遺族年金・障害年金を支給する。なお、企

業年金(DB)とのインテグレーション(合算による給付額の調整)が認められている。

公的年金の上に乗っているのが、確定給付・確定拠出(プロフィット・シェアリングやマネ

ーパーチェスを含む)型の企業年金と非課税の個人年金の二つである。前者がRPP

(Registered Pension Plan)であり、後者がRRS P (Registered Retirement Saving Plan)

である(補図表-3)。
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補図表-3カナダRRSPの概要

有資格者 ・69歳未満で所得のある人

非課税拠出上限 ・13,500ドルまたは前年所得の18% の内、低い額

・超過積み立ては控除できず,2000ドル以上超過すると罰則課税

・下記の企業年金- の拠出額をペンション・アジャストメント(P A )

として差し引く

制 度 名 P A 額

利益分配制度 (Deferred

Profit Sharing Plan)
企業型確定拠出年金 (Money

企業の実際の拠出額

企業及び従業員の実際の拠

Pure.hase Provision)

確 定 給 付 年 金 (Defined

出額に剰余の分配を加えた

額

(当年末の年金月額一前年

Benefit Provision) 末の年金月額) ×9 - 600

ドル

老齢での引出 ・69歳到達時点までに年金か一括かで引き出しを開始する

途中引出 ・住宅購入のため2万ドルまで借り入れ可能 (15年以内に返済)

② RRSPにおける拠出枠管理

RR S Pは企業年金(R P P)に加入していない人にも課税繰り延べ措置を受けられる制度と

して、 1957年に創設された。その後、企業年金加入者との公平を期するために1990年にペン

ション・アジャストメント(Pension Adjustment、 PA)の規定が追加された。

ペンション・アジャストメントは合計拠出枠から、企業年金による拠出を控除する仕組みで

ある。控除してもなお拠出枠が残っていれば、個人で非課税の拠出ができる。

現在、合計拠出枠は13, 500ドルまたは年収の18%の低い方である。企業年金が確定拠出午

金なら拠出額をそのまま所得控除する。一方、確定給付年金ではその年の発生給付の9倍から

600ドル引いた額を所得から控除する。

そのため、確定給付年金における発生給付の上限は、年収の2% (-18%÷9)及び1,722

ドル-13,500ドル÷9)となっている。限度一杯のDBであれば18%及び13,500ドルとな

り、前述したRRSPの枠に600ドルだけ残ることになる。

発生給付の9倍という数字は、 ①引退後も給付がCP Iマイナス1%でインフレ・スライド

する、 ②年金の6割を遺族年金として支給する、 ③63歳から満額の年金が支給される、 ④掛け

金は35年間で収入の一定割合を拠出する、 ⑤7%の名目金利、 5%の賃金上昇、 3. 5%のインフ

レ率、を前提として計算された600ドルの控除は、実際には民間企業の年金がこの想定ほど

充実していないため、アドホックに追加した枠である。

RR S Pでは拠出枠を使わないと翌年に繰り越せる。これはR P Pの確定給付年金で過去勤務

債務のための掛け金を拠出できることと公平にするためである。また、被扶養配偶者がいても、

拠出枠は拡大しない。ただし、配偶者名義のRRSPを作り、そこに拠出することができる。
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③ RRSPからの資金引き出し

RR S Pの資金は59歳以降69歳までに終身年金にするか、RR I F (RegisteredRetirement

lncomeFund)に移さなくてはならない。 RR I Fでは転牢、残高の一定割合(最初が残高の5%

で94歳以降は残高の20%)を引き出さなくてはならず、通常はこの引出時に初めて課税され

る(拠出時・運用時とも非課税)。なお、企業年金RPP)は終身年金を提供するのが原則であ

るものの、 RR S Pでは終身年金が義務づけられていない。

RRSPは途中引き出しも可能であり、米国の401kのようなペナルティがかかることもない。

ただし、引き出してもー度使った拠出枠が復活することはない。また、転職により企業年金か

ら移換された部分は59歳まで引き出せない。住宅の頭金についてはRR S Pから借り入れるこ

とができる。

企業年金とRR S Pの名寄せには社会保障番号が使われている。企業年金における積立基準

や給付設計、ベスティング、資産運用の規制は、税法とは別の国法(Pension Benefits Standards

Act)及び州法による。

RRSPの評価

①加入状況

RRSPはカナダではよく知られており、 35 44歳では全世帯の66%、 45 54歳では71%、

55歳-64歳では67%、 25-34歳でも59%が加入している。 1999年では840万人がRP Pまた

はRRSPのどちらか、 630万人がRRSPに加入している。

ただし、 RRS Pの上限まで拠出している例は少ない。繰り越し分を含めた上限の95%以上

を拠出しているのが加入者の10%、毎年の上限の95%以上を拠出している加入者が21%にす

ぎない。平均的な拠出額は年収の9%程度である。

65歳以上の高齢者世帯のRRSPの残高は平均で8万3,500ドル、中位数で3万7,600ドル

である(平均的な年収は3万4,000ドル)0

②支給状況

引退期の所得の内訳(1999年)をみると、 OAS-CISが29%、 CPPが19%、 RPP

及びRRSPが25%となっている。中ではRPP及びRRSPが75年の11%から増えている。

高齢者の内、 120万人がRR I Fから合計77億ドルの年金、 24万人が10億ドルの終身年金を

得ている。

③ RRSPの問題

RRS Pの問題の一つは、入らなくてもよい低所得層が加入していることである。老後の所得

が単身者で1万2,000ドル、夫婦で1万6,000ドル以下なら、国からG I Sが支給される。とこ

ろが、 RRSPからの所得があれば、 G I Sが50%削減される。その上、各州政府の住宅や医療

-の補助も受けられなくなってしまう。そのため、これらの層では老年時の実質的な限界税率が
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100%を超えることになるRRSPをやることで、老後所得の実質的な限界税率が50%をこえ、

100%近くなる問題はOASの受給者でも生じる(いわゆるOASクローバックClawBack))。

第二の問題は、確定給付年金のペンション・アジャストメントの計算が画一的に計算される

ことである。例えば、年齢の違いが考慮されていない。そのため、支給までの年数が長く、ペ

ンション・アジャストメントの額が低くなるはずの若年層が不利を被っている。また、年金以

外の付加的な条件の違いが考慮されていない。例えば、インフレ・スライドしない年金でも、

スライドするとして控除額を計算している(16)

④税収-の影響

税収は、 ①課税繰り延べによる利息分、 ②拠出(繰り延べ)時と支給(課税)時の税率の格

差、によって減る。財政当局は減収額を年間150億ドル(国全体の税収は1,200億ドル)、現在

価値に直すと70億ドル、と見積もっている。これに地方税の分を加えると、税収ロスは2倍に

なる。このため、 1990年代前半の財政赤字の時には拠出枠を減らすべきだという主張があった。

しかし、支給時の税率が低いとしても、それによる国の負担は社会保障負担が抑えられること

により相殺されるので、運用利息の繰り延べ分だけが税収ロスだという議論もある。

3.ドイツの補足的老後保障での税制

ドイツでは、 2001年の新年金法により、公的年金改革が行われた。そのポイントは、 2030年で

の保険料率が22%以下になるように給付水準を引き下げることにあった。公的年金の代替率は現在

の70%から67%(17)に引き下げられる。

同時に導入されたのが、補足的老後保障と呼ばれる、私的年金-の公的なサポートである。すな

わち、個人年金あるいは企業年金(従来の年金基金(企業または企業グループによる保険で株式-

の投資上限が35%までのもの)、直接保険及び新しいペンション・ファンド(株式-の投資上限が

100%の3タイプ)に対する拠出に補助金及び所得控除措置がつく制度である。その具体的内容

は以下のとおりである。

①補足的老後保障-の拠出・加入は任意とする。

②拠出に応じて政府による補助金(上限まで拠出した場合、 2008年では成人一人当たり154ユ

ーロ、子供一人当たり185ユーロ)がつく。ただし、拠出に対する所得控除による減税額が補

助金額より大きい場合には、減税額と補助金分の差額を政府が還付する。

③補助を得られる上限は、拠出と補助の合計額が2002、 2003年では前年所得の1 %、 2004、 2005

16企業間の差をいくらかでも税に反映させるのが、ペンション・アジャストメント・リバーサル(PAR、 Pension
Adjustment Reversal)である。これは一時金の支払いを受けた場合に,その額とそれまでのペンション・アジャス
トメントの合計を比べて、ペンション・アジャストメント分の方が大きければ、その超過額の分だけRRSPの拠
出枠を増やす制度である。
(17)代替率は45年間平均報酬を得た場合の年金額を、平均報酬(社会保険料控除後)に比較したもの。 2001年改正で
は、従来、社会保険料控除後のネγト賃金額にスライドしていた年金額が、年金保険料控除後の賃金にスライドす
るように改定された。
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年では同2%、 2006、 2007年では同3%、 2008年では同4%までとする。また、 2002、 2003

年では525ユーロ、 2004、 2005年では1,050ユーロ、 2006、 2007年では1,575ユーロ、 2008

年では2, 100ユーロを金額の上限とする。

④運用収益-の課税は繰り延べられる。

⑤給付開始は公的老齢年金の支給開始あるいは60歳到達時点以降とする。

⑥ 60歳までの途中引き出しは可能なものの、その際には①国からの補助及び還付額、 ②繰り延

べられていた運用収益-の課税額、を失う(課税利息部分をどう計算するかは不明)。ただし、

5万ユーロまで、 65歳までに返済することを条件に居住用住宅の取得・改築のためのローンを

借り入れられる。

⑦税制適格な制度であるためには、 ①終身年金か、 85歳までの有期かつ85歳以上の終身年金

を提供する、 ②遺族・障害年金保険料を除く部分について元本を保証すること、が条件。また、

給付額のインフレ・スライドは義務づけない。

本文でも述べたように、補足的老後保障の一つの特徴は、拠出額-の補助金と所得控除という二

つの支援を組み合わせている点にある。その結果、所得階層別に上限まで拠出した場合の補助率を

みると、補図表-4のように特に子供のいる場合には低所得層ほど高くなっている。

補図表- 4ドイツの補足的老後保障における補助金及び税還付を通じての支援額の例

(2 008年での計算)
(ユーロ/年)

< 単身子供なしの場合>

所得(前年) 個人的拠出 補助金 拠出合計
所得控除に

よる税還付
政府支援計

政府支援/ 拠

出総額

政府支援/

所得

① ② ③=(① + ② ) ④ ⑤ - ② + ④ =⑤/ ③

5,000 90 154 244 0 154 63.1% 3.1%

10,000 246 154 400 0 154 38.5% 1.5%

15,000 446 154 600 0 154 25.7% 1.0%

20,000 646 154 800 62 216 27.0% -1.1%

25,000 846 154 1,000 141 295 29.5% 1.2%

30,000 1.046 154 1,200 228 382 31.8% 1.3%

40.000 1,446 154 1,600 432 586 36.6% 1.5%

50,000 1,846 154 2,000 672 826 41.3% 1.7%

< 片働き・子供2 人の場合>

所得(前年) 個人的拠出 補助金 拠出合計
所得控除に

よる税還付
政府支援計

政府支援/

拠出総額

政府支援/

所得

(本人分) (子供分)

(か ② ③=(① + ② ) ④ ⑤ - ② + ④ =⑤/ ③

5,000 60 308 370 738 0 678 91.9% 13.6%

10,000 60 308 370 738 0 678 91.9% 6.8%

15,000 60 308 370 738 0 678 91.9% 4.5%

20,000 122 308 370 800 0 678 84.8% 3.4%

25,000 322 308 370 1,000 0 678 67.8% 2.7%

30,000 522 308 370 1.200 0 678 56.5% 2.3%

40.000 922 308 370 1,600 0 678 42.4% 1.7%

50,000 1,322 308 370 2,000 0 678 33.9% 1.4%

(資料) BMA (ドイツ労働社会保障省) (2002) , "All about the New Pension Your Questions - our Answers,
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<補論2>税制シミュレーション・モデル

本稿では、ニッセイ基礎研究所が開発した税制シミュレーション・モデルを使用している。このシ

ミュレーション・モデルは、ある人が22歳で就職してから結婚し、 2人の子供を得て、 60歳で引退

し、本人、さらに配偶者が死亡するまでの収入(給与、一時金・年金)、税額(所得税及び住民税)、

税引後受取額等を1年毎に計算し、それぞれの60歳時点の価値(現在価値あるいは終価)を算出する

仕組みである。

具体的には、現行税制の下、退職給付の受取方法を変更した場合の税引後受取額-の影響の試算(シ

ミュレーション1一本文n 2(2 、退職給付税制を拠出時・運用時非課税、支給時課税とした場合の

老後の生活費を賄うために必要な拠出額の計算(シミュレーション2一本文IV4 U) 、その際の税の

増減収計算(シミュレーション3一本文IV4(2))の際に使った。

これらの三つのシミュレーションには共通するモデル・ケースがある。補論2では、まず、このモ

デル・ケースの内容を説明した上で、三つのシミュレーションそれぞれに異なる前提や計算方法につ

いて述べる。

1.モデル・ケース

(1)モデル・ケースの前提

①ライフ・コース

12月末生まれの人が大学卒業後22歳の4月から就業を開始する。 29歳で27歳(12月末生

まれ)の人と結婚し、 30歳で第1子、 33歳で第2子をもうける(18) 60歳で定年退職しその後

は就業せず、 81歳の誕生日に死亡する。配偶者は結婚後就業せず、 87歳(配偶者の死亡後8

年間たった時点)で死亡する(19)。なお、子供2人はいずれも23歳時点で独立する。

②年収

年収(給与収入)については、厚生労働省「平成13年賃金構造統計基本調査」の大卒男性に

関する標準労働者20の所定内給与及び年間賞与他21)を参考とする。たとえば、 22歳の年収は

190万円、 30歳は487万円、 40歳は781万円、 50歳は996万円、 59歳は1,037万円としてい

る。なお、本人が60歳になった以降の給与収入はゼロとする。

③公的年金

公的年金は勤続年数、標準報酬月額(所定内給与を使用)をもとに所定の計算を行っている。

インフレ率はゼロと考え、給付額の再評価は行っていない。

シミュレーション1の計算においては、公的年金の報酬比例部分は62歳から、定額部分は

(18)厚生労働省「平成12年人口動態統計」で平均初婚年齢をみると、男性は28.8歳、女性は27.0歳となってい
る。また、第1子、第2子誕生の父の平均年齢は各30.2歳、 32.6歳である。
(1別厚生労働省「第19回完全生命表」によると、 60歳の平均余命は男性が21.44年、女性が26.85年である。
(20)卒業後直ちに現在の企業に入り、その後引き続き勤務して調査時点で在籍している者のうち、 (年齢一勤続年数-
22あるいは23)の者を指す。
(21)所定内給与は3ケ月だけ1年前の年齢の全額を使用(22歳は0円)。年間賞与他は当年中に全額受けとることとする。
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60歳から支給開始とし、報酬比例部分は2000年年金制度改正前の水準としている。また、保

険料は標準報酬月額の17.35%、賞与の1%として計算している(ともに労使折半)。

シミュレーション2及び3は2000年の年金制度改正による経過措置完了時点(2025年)を

基準とし、報酬比例部分、定額部分ともに65歳から支給開始とし、報酬比例部分は2000年改

正に基づいて、それ以前の95%水準としている。保険料については総報酬制を採用し、標準報

酬月額、賞与ともに19.62% (労使折半)とする。

配偶者も老齢基礎年金を受給するが、本人の死後は(配偶者は79歳から死亡時まで8年間)

遺族厚生年金(本人の報酬比例部分の3/4)もあわせて受給する。

(2)モデル・ケースにおける税額の計算

モデル・ケースにおける税額計算はもとより、当シミュレーションを通じて、税には所得税、

住民税の双方を含む。計算にあたっては、補図表- 5の所得控除を考慮している。なお、参考ま

でに、現行税制における公的年金等控除の額は補図表- 6のとおりである。

補図表- 5にある国民健康保険料の計算方法は地域によって区々であるが、本シミュレーショ

ンでは補図表- 7の計算式を採用し、本人の生存中は本人が配偶者の分まで、本人の死後は配偶

者が支払うと想定する。

補図表-5想定した所得控除

所得税 住民税 備考

基礎控除 38万円 33万円

配偶者控除
配偶者70歳未満 :38万円 配偶者70歳未満 :33万円 循婚した年度 (本人29歳) 以降、配

配偶者70歳以上 :48万円 配偶者70歳以上 :38万円 偶者の所得に応じて適用

配偶者特別控除 最高38万円 最高33万円 配偶者の所得に応じて金額を調整

扶養控除
子供15歳まで :38万円 子供15歳まで :33万円 子供の誕生時点から子供が22歳に

子供16- 22歳 :63万円 子供16- 22歳 :45万円 なるまで適用

老年者控除
65歳未満 :o円 65歳未満 :0円

65歳以上 :50万円 65歳以上 :48万円

給与所得控除
最低65万円 所定内給与と賞与、退職給付の前払

収入に応じた定率の控除額、定額の控除額の計 い給与 (拠出額) を含めて計算

公的年金等控除

65歳未満 :最低70万円

公的年金と私的年金を含めて計算65歳以上 :最低140万円

収入に応じた定率の控除額、定額の控除額の計

社会保険料控除

40歳未満 :厚生年金、健康保険、雇用保険 厚生年金保険料について、現行は標

40- 60歳末嘩 :厚生年金、健康保険、雇用保険、介護保準報酬月額17.35% 、賞与1% で、

険 2025年は標準報酬月額、賞与ともに

60歳以上 :国民健康保険 (介護部分を含む) 19.62% で計算 (いずれも労使折半)

生命保険料控除
本人60歳未満 :10万円 本人60歳未満 :7万円 就業期間中は最高額 (個人年金保険
本人60歳以上 :o円 本人60歳以上 :o円 料の控除枠を含む) を適用

損害保険料控除 1.5万円 1万円 最高額を適用

-92-

ニッセイ基礎研所報 Vol.25 ｜September 2002｜Page62-97



補図表-6公的年金等控除

受給者の年齢 定額控除 定率控除
最低保障額

収入金額 一定額控除

65歳未満の者 50万円 0- 360万円までの範囲 ×250/o 70万円

360万円- 720万円までの範囲 ×15%

720万円超 × 5%

65歳以上の者 100万円 0- 360万円までの範囲 ×25% 140万円

360万円- 720万円までの範囲 ×15%

720万円超 × 5%

捕図表- 7国民健康保険料の計算

年間保険料 ①所得割額 ②均等割額 限度額

医療分保険料 ①と②の計

(ただし限度額

の範囲内)

世帯加入員全員の

住民税×194/ 100

27,300円×世帯

加入員数
53万円

介護分保険料
世帯加入員全員の

住民税×19/ 100

7,800円×世帯

加入員数
7万円

2.退職給付の受取方法別にみた税引後受取額(シミュレーション1 )

一本文11 2 (2)

(1) 4つの受取方法

大卒男性の平均的な退職給付額3, 203万円を原資とし、以下の4つの受取方法それぞれについ

て税引後の受取額を計算する。なお、 3, 203万円は大卒男性、勤続35年以上の定年退職金の額で
●

ある(旧労働省「平成9年度賃金労働時間制度等総合調査」)0

①パターン1 :退職一時金

②パターン2 :企業年金

③パターン3 :前払い給与

④パターン4 :前払い給与を確定拠出年金(個人型)に拠出

退職一時金は定年時に、企業年金は60歳から21年間の有期年金として本人が受給する。また、

前払い給与は就業期間中を通じて受給し、パターン4では確定拠出年金(個人型)に拠出する。

前払い給与の額は、各年の給与額に対して定率となるように設定する。パターン3、 4ともに、

受給した前払い給与の全額を次年度以降60歳まで運用するが、パターン4については拠出限度額

(年18万円)一杯まで確定拠出年金(個人型)に拠出する。

(2)受取方法別の税額の計算

各パターンの税引後受取額の比較は、 60歳時点の現価(パターン3-4の場合は終価)によっ

て行う。 60歳時点の現価を計算する際の利率は2%を基本とする。ただし、パターン3におい
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ては、運用収益に20%の源泉分離課税を適用し利率1.6% 2%×0.8として60歳時点の終価

を計算する。

パターン1の退職一時金は分離課税とし、退職一時金額から退職所得控除額(補図表- 8)を

差し引いた退職所得の1/2に対し、所定の所得税、住民税を算出している。パターン2-4につ

いては総合課税とし、企業年金や前払い給与がある場合の、ない場合に比べた増分を、企業年金

や前払い給与部分の税額と考える。

実際の手取り額を計算する場合は税額だけでなく社会保険料も控除すべきだが、ここでは、受

取方法による課税方法の相違の効果を検証するために、税額だけを除外した税引後受取額で比較

している。

なお、本文ではふれていないが、確定拠出年金(企業型)に前払い給与相当分を拠出したとい

うパターンも計算してみた。この場合、企業型の拠出限度額(年43万2,000円)までは企業拠出

と考え本人の給与収入に含まず、運用段階でも課税しない(特別法人税凍結中)。ただ、前払い給

与相当分が拠出限度額を超えた部分については給与に上乗せし、本人が運用(運用収益に20%源

泉分離課税を適用)することとした。この結果、このパターンの税引後受取額は2,960万円とな

る。

補図表-8退職所得控除

勤続年数 退職所得控除額

20年以下の場合 40万円×勤続年数 (ただし、最低80万円)

20年超の場合 800万円+ 70万円× (勤続年数- 20年)

3.選択肢I EETで老後の生活費を賄うために必要拠出額(シミュレーション2)

一本文IV4 U

(1)老後の生活費

ここでいう老後の生活費は、引退世帯が平均的な生活を送る上で必要と考えられる費用をイメ

ージしている。

総務省「平成11年全国消費実態調査」によると、主に公的年金等で暮らしている高齢者世帯の

消費支出の平均は263,828円、夫婦のみでは255,691円である。また、高齢者の単身世帯(女性・

無職)の消費支出は75歳以上で平均127,812円となっている。

これらの数値を踏まえ、本シミュレーションでは、本人の定年退職から死亡までは夫婦で月26

万円、本人の他界後配偶者が死亡するまではその半分の13万円を、老後の生活費と考える。
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(2)必要拠出額の計算

老後の生活費(夫婦で月26万円、配偶者1人になってからは月13万円)を確保するためには

60歳時点の現在価値で61,370, 168円が必要となる。これを確保するために22 59歳までに拠出

すべき額を次のようなステップで計算している。

①シミュレーション1と同じように「平成13年賃金構造基本統計調査」に基づく標準報酬を前

提として、公的年金の額を計算する。

②その上で、公的年金と合計した手取り額がく22)6, 137万円となるように私的年金(60歳以降無

職配偶者の死亡まで転年定額)の支給額(名目)を決める。すなわち、このモデルでは公的年

金の手取り額、私的年金の額(名目、手取り)、税額が同時に決定される。

③ ②で求めた支給額の60歳時点での必要な積立額(現価)を求める。

④ 60歳時点でこの額を積み立てられるような必要拠出額を計算する(金利については2.0%ま

たは1.0%とする)。

④の必要拠出額は、退職給付の前払い等により報酬に上乗せされ、その全額を老後のために拠

出すると想定する。配偶者は就業しないと仮定しているため、必要拠出額は本人のみが22 59

歳まで積立てることとする。

ここでは、本文で提案した選択肢ⅠのEET、すなわち必要拠出額の全額が所得控除され、そ

の運用収益も非課税となる一方、公的年金等控除を廃止する方式を前提に税額を計算している。

公的年金については補図表- 9の3ケースを想定し、それぞれのケースについて必要拠出額を

計算する。

補図表-9年金制度-ケースA-B

ケース 利率 報酬比例部分 支給開始年齢

ケースA 2% 2000年の年金制度改正による経過措置完了時点 (2025年)

定額部分、報酬比例部分

ともに65歳より支給開始。ケースB 2% ケースA より、報酬比例部分をさらに1割カット

ケースC 1% ケースA より、報酬比例部分をさらに2割カット

4.選択肢I EETとした場合の税の増減収(シミュレーション3)

一本文IV4 (2

ここでは、補図表-10のベースケース(拠出時と運用時に課税し、支給時には公的年金等控除を

適用)から選択肢IのEET拠出時・運用時非課税、支給時課税)に変更した場合の、一生を通

じた、一世帯あたりの変化を試算している。

(22)所得税、住民税、社会保険料を除外したもの。
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税制以外の前提は、私的年金額、必要拠出額を含めて全てシミュレーション2と同じにして、 60

歳までの拠出額を所得控除とし、運用収益を非課税にすることによる税収減(本文IV4 2のイ)

と、 60歳以降の年金支給時に公的年金等控除を廃止することによる税収増(本文IV4 (2)のロ)を

計算する。

(イ)は拠出と運用収益に課税した場合と課税しなかった場合の税引後受取額の60歳時点での

差を計算している。 (ロ)は公的年金等控除を適用した場合と適用せずに課税した場合との夫婦で

の税引後年金受取額合計(本人60歳時点での現価)の差を計算する。

補図表-10選択肢I (EETに変更した場合の税の増減収計算

本文Ⅳ(2)のイ
60歳までの

税収減
掛け金拠出や運用収益に課税 → 掛け金拠出や運用収益を非課税

本文Ⅳ(2)のロ
60歳以降の

税収増
支給時に公的年金等控除を適用 →

支給時に公的年金等控除を廃止し

課税
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